2017年3月17日～18日
内閣支持微減、５１．３％＝「共謀罪」提出に賛成６割超－時事世論調査
[image: image1.jpg]RIERRDZITETE
70 (HEEEHEN)

%
80 @ 51.3%

/11 3
2013%14 15 16 17

em





　時事通信が１０～１３日に実施した３月の世論調査によると、安倍内閣の支持率は前月比２．１ポイント減の５１．３％だった。不支持率は１．８ポイント増の２６．０％。学校法人「森友学園」が国有地を格安で取得していた問題が影響したとみられる。
　「共謀罪」の構成要件を改め「テロ等準備罪」を創設する組織犯罪処罰法改正案を今国会に提出する政府方針について尋ねたところ、賛成が６３．１％で、反対の２０．０％を大きく上回った。ただ、同様の質問をした２月の調査と比べると、賛成は３．７ポイント低下した。
　日本・ロシア両政府が協議開始で合意した北方四島での共同経済活動に関しては、「期待する」が５０．５％、「期待しない」が４０．１％だった。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、「他に適当な人がいない」２３．９％、「リーダーシップがある」１５．７％、「首相を信頼する」１１．３％。支持しない理由（同）は「期待が持てない」１３．６％、「首相を信頼できない」１１．９％、「政策が駄目」８．９％だった。
　政党支持率は自民党が前月比０．１ポイント減の２６．０％。民進党は同０．２ポイント減の４．１％。以下、公明党２．７％、共産党２．３％、日本維新の会は１．５％だった。
　調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施、有効回収率は６２．０％だった。
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（時事通信2017/03/17-15:05）
退位、特例法に賛成６割弱＝恒久制度化も過半－時事世論調査
　時事通信の３月の世論調査で、天皇陛下の退位をめぐり、一代限りの退位を可能とする特例法案を今国会に提出する政府方針について尋ねたところ、賛成が５８．６％と過半数を占めた。反対は２９．５％にとどまり、政府方針に対して国民の理解が一定程度得られていることが示された。
　退位の法整備については１７日、国会が今の陛下の退位を特例法で規定し、その根拠を皇室典範の付則で明確化することを柱とする提言を政府に示した。政府はこれを尊重しつつ法案を策定し、５月の大型連休明けに提出する方針だ。
　皇室典範の付則に特例法の根拠規定を設ける案の是非を質問したところ、賛成は４９．９％、反対は２１．９％、「どちらとも言えない・分からない」は２８．１％だった。
　ただ、法整備の在り方についての質問では、「皇室典範を改正し、全ての天皇の退位を可能にする」と答えた人が５３．７％と、恒久制度化を求める意見が過半数を占めた。「特例法案を作り、今の陛下に限り退位を認める」は３６．０％だった。特例法での対応は不十分だが法整備を急ぐべきだ、と考えている人が多いとみられる。
　調査は全国の１８歳以上の男女２０００人を対象に個別面接方式で実施、有効回収率は６２．０％だった。（時事通信2017/03/17-15:07）
元シールズ、新団体結成　「政治への不安、気軽に」

共同通信2017/3/17 22:03
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SEALDsの元メンバーらが結成した新団体「未来のための公共」の初集会＝17日夜、国会前

　安全保障関連法に反対し、昨年解散した若者グループ「SEALDs（シールズ）」の元メンバーらが結成した新団体「未来のための公共」が17日、国会前で初めての集会を開き「政治の間口を広げるため、不安や違和感を気軽に話そう」と訴えた。

　新団体のメンバーは、学生や子育て中の母親ら。「自由に考え、話せる場にしたい」との思いから、特定のテーマは設けず、参加者が関心のある問題を取り上げる。当面は、毎週金曜日に国会前に集まるという。

　17日は12人が大阪市の学校法人「森友学園」を巡る問題や、共謀罪の構成要件を変えた組織犯罪処罰法改正案などに触れてスピーチした。

自公、「共謀罪」法案を了承＝２１日に閣議決定
　自民、公明両党は１７日の与党政策責任者会議で、「共謀罪」の構成要件を改め「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案を了承した。政府は同法案を２１日に閣議決定する。（時事通信2017/03/17-18:45）
籠池氏への寄付否定＝夫人間ではメールやりとり―安倍首相
時事通信 3/17(金) 16:36配信
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衆院外務委員会で答弁する安倍晋三首相（左）。右は稲田朋美防衛相＝１７日午後、国会内 
　安倍晋三首相は17日午後の衆院外務委員会で、学校法人「森友学園」の理事長退任を表明した籠池泰典氏が首相から100万円の寄付を受けたとしていることについて「籠池氏とは個人的関係はない。そうした方に、これだけ多額の寄付を私が行うことはあり得ない」と述べ、否定した。
　民進党の福島伸享氏への答弁。
　籠池氏は16日、参院予算委員会のメンバーに対し、首相夫人の昭恵氏を通じて2015年9月に100万円の寄付を受けたと主張している。これに関し、首相は「妻や事務所など第三者を通じても（寄付を）行っていない。妻個人としても寄付を行っていない」と言明した。
　一方、昭恵氏が籠池氏の妻とメールのやりとりを続けていたことが明らかになった。首相は相手側の了解が得られれば、メールの「全文を公開してもいい」との意向を明らかにした。
　福島氏は、野党4党の議員が16日に籠池氏の自宅を訪問した際、昭恵氏から籠池氏の妻に「幸運を祈ります」とのメールが届いたと指摘。首相は「妻が（同学園）小学校の名誉校長退任後もメールのやりとりをしていたのは事実だ」と認め、「妻は一度付き合った人間とは、妻の方から関係を切ることはしないという考え方だ」と説明した。メールの内容については「全く問題ない」との認識を示した。　
首相夫人 籠池氏の妻とメール 了解得られれば公開も
ＮＨＫ3月17日 18時30分
安倍総理大臣は衆議院外務委員会で、学校法人「森友学園」の籠池理事長が「学園を作るにあたっては安倍総理大臣の寄付金が入っている」などと述べたことについて、みずからも昭恵夫人も寄付を行っていないと強調しました。また、昭恵氏が籠池氏の妻とメールで連絡を取り合っていたことを明らかにするとともに、先方の了解を得られれば、メールの内容を公開する考えを示しました。
この中で、民進党の福島伸享国会対策副委員長は、学校法人「森友学園」の籠池理事長が１６日、「学園を作るにあたっては安倍総理大臣の寄付金が入っている」などと述べたことについて、事実かどうかただしました。
これに対し、安倍総理大臣は「籠池氏とは１対１などで、お目にかかったことはなく、個人的な関係はない。そうした方に、これだけ多額の寄付を私自身が行うということはありえない話で、妻や事務所など第三者を通じても行ってはいない」と述べました。また、安倍総理大臣は「念のため、妻にも確認を取ったが、領収書などの記録もなく、妻個人としても寄付は行っていないということだ」と述べました。
そのうえで、安倍総理大臣は今回の籠池氏の発言を受けて、法的措置を講じることはないという考えを示しました。
一方、福島氏は「きのう野党４党の国会議員が籠池氏の自宅を訪ねていた際、昭恵夫人から籠池氏の妻にメールが届いていたが、現在もメールのやり取りをしているのか」と質問しました。
これに対し、安倍総理大臣は「私の妻は、もうすでに辞めているが、一時、小学校の名誉校長を引き受けていた。退任したあとも、そんなにないと思うが、メールのやり取りはしていた。それは事実だ」と述べました。
そして、安倍総理大臣は「先方が２月２８日と、３月７日、８日かな。メールのやり取りをしているということを発表されたので、私はそれを妻に聞いて中身を確認した」と述べたうえで、「公開しても、全然問題ない」と述べ、籠池氏の妻の了解が得られた場合、昭恵氏とのメールの内容を公開する考えを示しました。
さらに、安倍総理大臣は「問題の核心は何かと言えば、国有地の払い下げの問題と、もう１点は学校の認可の問題だ。私の妻が籠池夫人とメールのやり取りをしている中で、これに関わることがあれば問題だが、メールをしてること自体が問題では私は全くないと感じている。学校の認可の問題に政治の圧力があったかどうかは、私も妻も一切関わっていない」と述べました。
首相、籠池氏への寄付否定　夫人同士、最近までメール

共同通信2017/3/17 21:49
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衆院外務委で答弁する安倍首相＝17日午後

　安倍晋三首相は17日の衆院外務委員会で、学校法人「森友学園」の理事長退任意向を示している籠池泰典氏が、昭恵首相夫人から100万円の寄付を受けたとした発言について「私は寄付を行っておらず、妻個人も行っていない」と否定した。昭恵夫人が籠池氏の妻の諄子氏と、最近までメールを交わしていたと明らかにした上で、諄子氏が了承すれば公開する考えを示した。民進党の福島伸享氏への答弁。

　福島氏は、4野党代表者が16日に籠池氏の自宅を訪れた際、諄子氏の携帯電話に昭恵夫人から「幸運を祈ります」とのメールがきたとし「昨日までメールのやりとりをする関係を続けている」とただした。

菅氏、首相夫人寄付を否定　籠池氏主張の「100万円」

共同通信2017/3/17 13:32
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記者会見する菅官房長官＝17日午前、首相官邸

　大阪市の学校法人「森友学園」の国有地払い下げ問題を巡り、菅義偉官房長官は17日の記者会見で、安倍晋三首相の昭恵夫人個人による森友学園の小学校への寄付を否定した。学園理事長退任の意向を示している籠池泰典氏は、昭恵夫人から「安倍首相からです」と言われ、小学校開校への寄付金として100万円を受け取ったと主張。首相は自身の寄付を否定していた。衆参両院の予算委員会は17日午後、籠池氏の証人喚問を23日に実施すると議決した。

　菅氏は記者会見で、首相の議員事務所を通じて確認したところ「領収書などの記録もなく、夫人個人としても寄付を行っていないということだ」と説明した。

「首相から寄付」真偽焦点＝国有地取得経緯も－籠池氏２３日喚問
　学校法人「森友学園」の理事長退任を表明した籠池泰典氏の証人喚問が２３日に衆参両院の予算委員会で行われる。両院の予算委が１７日に議決した。籠池氏は「安倍晋三首相から昭恵夫人を通じて１００万円の寄付を受けた」と発言しており、この真偽が最大の焦点。同学園に国有地が格安で払い下げられた経緯なども論点となる。
　「一方的に名前を出され困惑している。籠池氏と個人的な関係はなく、多額の寄付を行うことはあり得ない」。首相は１７日の衆院外務委員会で籠池氏の発言を全面否定した。
　籠池氏によると、昭恵夫人は２０１５年９月、講演のため同学園が運営する幼稚園を訪れた際、「安倍晋三からです」と１００万円の寄付を申し出たという。首相側はこれに対し、首相本人だけでなく、昭恵夫人の個人的な寄付も否定している。双方の主張が真っ向から対立する中、証人喚問では、裏付けとなる物証の提示を含め、籠池氏がどのような証言をするかに注目が集まる。
　問題の国有地は、同学園が小学校の建設用地として１６年６月、鑑定価格９億５６００万円から地下埋設ごみの撤去費として約８億円を差し引いた１億３４００万円で購入した。その際、当初は賃貸契約だったのが売買契約となり、１０年間の分割払いも認められた。
　籠池氏は、自民党の鴻池祥肇元防災担当相側に対し、国有地取得の便宜を図るよう依頼していた。鴻池氏を含む政治家による「口利き」の有無も、焦点だ。
　一方、小学校の建設費をめぐって、同学園は金額の異なる３種類の工事請負契約書を作成し、設置認可や補助金を申請するため、国などに提出していた。籠池氏は証人喚問で、その理由を問われることになる。（時事通信2017/03/17-20:30）
籠池氏の発言要旨
　学校法人「森友学園」の籠池泰典氏が１６日、参院予算委員会メンバーに発言した内容の要旨は次の通り。
　（開校予定だった）「瑞穂の国記念小学院」の建築費には、安倍晋三首相の寄付金が入っている。この学園をつくり上げようとしたのは、皆さん方のご意志があってこそだ。
　２０１５年９月に首相夫人の昭恵氏が私どもの講演会に来た時に「どうぞ、これをお使いください」と（寄付金を渡された）。「どなたからですか」と尋ねると、夫人は「安倍晋三からです」と言った。「領収書はどうしましょうか」と尋ねると、夫人が「いや、それはもう結構でございます」ということで、頂いた。（金額は）１００万円だ。
　（小学校開校に当たり鴻池祥肇元防災担当相以外に口利きを頼んだことは）ない。（時事通信2017/03/17-16:45）
籠池氏喚問で発言真偽ただす 日報問題は与野党攻防続く
ＮＨＫ3月18日 4時25分
南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題で、民進党などは、事実関係を明らかにする必要があるとして、国会で集中審議を行うよう求めるとともに、稲田防衛大臣に重ねて辞任を迫るなど追及を強めています。これに対し政府・与党は、問題の調査を見守るとともに、稲田大臣の辞任要求には応じない考えで、攻防が続く見通しです。
国会は、衆参両院の予算委員会が１７日、大阪の学校法人「森友学園」の籠池理事長の証人喚問を来週の２３日に行うことを議決しました。
証人喚問は虚偽の証言に罰則が定められた場で、与野党双方が、国有地が鑑定価格より低く売却された経緯や、安倍総理大臣から寄付を受けたとする籠池氏の一連の発言の真偽などをただすことになりました。
また、衆議院予算委員会の理事会で、民進党などは、国有地を売却した当時、財務省で理財局長を務めていた迫田国税庁長官ら関係者５人の参考人招致を改めて求めました。
一方、南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題を受け、民進党と共産党は「事実関係を明らかにする必要がある」として、集中審議を行うよう求めました。
民進党の安住代表代行は「これまで培ってきた自衛隊への信頼を揺るがしかねない事態だ」として、稲田防衛大臣に重ねて辞任を求めるなど、政府への追及を強めています。
これに対して与党側は、まずは問題の調査を見守るとともに、その結果を見極めたいとしています。
さらに、安倍総理大臣は、稲田大臣には徹底して調査し、再発防止を図る責任があり、引き続き職責を果たしてもらいたいとして、辞任要求には応じない考えで、攻防が続く見通しです。
籠池氏喚問、２３日実施を議決＝「首相の寄付」真相究明へ－衆参予算委


学校法人「森友学園」の籠池泰典氏の証人喚問実施を全会一致で議決した衆院予算委員会＝１７日午後、国会内
　衆院予算委員会は１７日昼、国有地を格安で取得した学校法人「森友学園」（大阪市）の籠池泰典氏の証人喚問を２３日午後に行うことを全会一致で議決した。この後、参院予算委も同日午前の喚問実施を議決した。
　籠池氏は１６日、同学園を訪れた参院予算委の調査団に対し、「安倍晋三首相から昭恵夫人を通じ、１００万円の寄付を受けた」と発言。首相はこれを否定した。野党側は喚問で真相究明を目指す。小学校建設用地が鑑定額より約８億円安く払い下げられた経緯なども焦点となる。
　議院証言法では、正当な理由なく出頭を拒否できない。虚偽の証言をした場合は偽証罪に問われ、３月以上１０年以下の懲役が科せられる。（時事通信2017/03/17-13:17）
２３日に籠池氏の証人喚問 衆参の予算委で議決
ＮＨＫ3月17日 13時34分
衆参両院の予算委員会は、大阪・豊中市の国有地が学校法人「森友学園」に鑑定価格より低く売却されたことをめぐって、学園の籠池理事長の証人喚問を来週２３日に行うことを全会一致で議決しました。
大阪・豊中市の国有地が学校法人、森友学園に鑑定価格より低く売却されたことをめぐって、参議院予算委員会が１６日、学園が小学校の建設を進めていた現場を視察した際、籠池理事長は「この学園を作るにあたっては安倍総理大臣の寄付金が入っていることを伝達する」などと述べました。
自民・公明両党は、籠池氏を国会でただす必要があるとして、野党側が求めてきた籠池氏の国会招致を受け入れる方針に転換し、１７日昼すぎに開かれた衆議院予算委員会の理事会で、籠池氏の証人喚問を来週２３日に行うことで与野党が合意しました。
このあと、衆議院予算委員会が開かれ、浜田委員長が「学校法人、森友学園に対する国有地の売却などに関する問題について、２３日の午後２時５０分に籠池泰典氏を証人として出頭を求めたい」と諮り、全会一致で議決されました。
一方、参議院予算委員会でも、籠池氏の証人喚問を２３日の午前１０時から行うことが議決されました。
うその証言で偽証罪に問われることも
証人喚問は、国会の衆参両院が持つ国政調査権として憲法で定められた制度で、議院証言法に基づいて実施されます。任意で行われる参考人招致とは異なり、対象となった人は、正当な理由がない限り、出席や証言を拒むことはできず、うその証言をした場合は、偽証罪に問われる可能性があります。
証人喚問はこれまで、ロッキード事件やリクルート事件など、時代を象徴する事件や疑惑のキーパーソンが証言に立ち大きな注目を集めてきました。
このうちロッキード事件では、実業家の小佐野賢治氏が「記憶にございません」などと繰り返して各メディアで大きく取り上げられ、流行語にもなりました。
大物政治家も対象となり、竹下登元総理大臣や細川護煕元総理大臣が証言に立ったこともあります。
また、民間人でも、平成８年には、薬害エイズ事件で起訴された医師が証言に立ったほか、平成１７年には、耐震偽装事件の元１級建築士らも喚問されました。
証言をめぐっては、受託収賄などの罪に問われた鈴木宗男元衆議院議員や、防衛装備品をめぐる汚職事件で起訴された守屋武昌元防衛事務次官が、それぞれうその証言をしたとして偽証罪に問われ、有罪判決を受けています。
最近では、企業年金の運用に失敗して巨額の損失を出したＡＩＪ投資顧問の浅川和彦元社長らが平成２４年に喚問されていて、今回の証人喚問は５年ぶりになります。
職員常駐は昭恵夫人から＝政府答弁書
　政府は１７日の閣議で、首相夫人のスタッフとして政府が２００６年から配置している公務員について、「常駐職員を置いたのは、第２次安倍内閣が初めて」との答弁書を決定した。民進党の辻元清美氏の質問主意書に答えた。安倍晋三首相夫人の昭恵氏から常駐していることになる。
　一方、学校法人「森友学園」が運営する幼稚園に昭恵氏が訪れた際の同行職員に、超過勤務手当が支給されていなかったことも明らかになった。理由について、答弁書は「必要な手続きが行われていなかったため」と説明した。（時事通信2017/03/17-12:54）
昭恵夫人も寄付せず＝菅官房長官－稲田氏「籠池氏は真実話して」


閣議後の記者会見で質問に答える稲田朋美防衛相＝１７日午前、防衛省
　菅義偉官房長官は１７日午前の記者会見で、学校法人「森友学園」の籠池泰典氏が安倍晋三首相夫人の昭恵氏を通じて１００万円の寄付を受けたと発言したことに関し、「昭恵夫人に確認した結果、夫人個人としても寄付は行っていない」と述べた。
　一方、同学園が起こした訴訟で代理人弁護士を務めたことがある稲田朋美防衛相は同日の会見で、籠池氏が国会に証人として喚問されることについて「しっかり事実関係、真実を話してほしい」と述べた。（時事通信2017/03/17-11:28）
森友学園の刑事告訴検討＝偽計業務妨害容疑で－松井大阪知事
　学校法人「森友学園」（大阪市）が小学校の設置認可のため府などに提出した書類に虚偽の疑いがある問題で、大阪府の松井一郎知事は１７日、偽計業務妨害容疑で刑事告訴を検討していると明らかにした。府庁で記者団に語った。
　学園は大阪府豊中市の小学校建築に関し、同じ日付で金額が異なる３種類の工事請負契約書を施工業者に作成させて国や府に提出するなど、虚偽の報告をしていた疑いがある。
　松井知事は「全てが偽造だったということになれば、その書類でわれわれは振り回されているわけだ」と、告訴検討の理由を説明した。
　松井知事はまた、学園が運営に関わる大阪市の幼稚園などの補助金不正受給疑惑でも、告訴を検討していると話した。（時事通信2017/03/17-18:55）
首相と夫人の名前なし＝森友学園の寄付金名簿－松井大阪知事
　大阪府の松井一郎知事は１７日、学校法人「森友学園」（大阪市）の籠池泰典氏が安倍晋三首相側から「寄付金を受けた」と発言していることに関し、２０１４年１２月に府に提出された寄付金名簿を調べたところ、首相や夫人の昭恵氏の名前の記載はなかったと明らかにした。府庁で記者団に語った。
　寄付金名簿は、学園が１４年１０月に大阪府豊中市の小学校の設置認可を申請した後、関連資料として提出された。府によると、学園側は名簿提出後も賛同者から寄付金が集まったとしているが、松井氏は「証拠はない」と述べた。申請時以降の名簿の追加提出はない。松井氏は籠池氏の証人喚問について「籠池氏本人が話していることを順番に事実かどうか確かめればいい」と語った。（時事通信2017/03/17-12:07）
松井知事 契約書の真相 証人喚問で解明を
ＮＨＫ3月17日 12時03分
大阪・豊中市の国有地の売却問題で、学校法人「森友学園」の籠池理事長の証人喚問が今月２３日に国会で行われることについて、大阪府の松井知事は、国や大阪府に金額の異なる工事の契約書が提出されたことについて、真相を解明すべきだという考えを示しました。
大阪の学校法人、森友学園は来月の開校を目指して、豊中市の元の国有地に小学校の建設を進めていましたが、国や大阪府に金額の異なる工事の契約書を提出していたことなどが相次いで明らかになり、先週、認可の申請を取り下げました。
森友学園の籠池理事長は１６日、参議院予算委員会が現地を視察した際、「学園を作るにあたっては、安倍総理大臣の寄付金が入っている」などと述べ、これを受けて、今月２３日に衆参両院の予算委員会で、証人喚問が行われることになりました。
これについて、大阪府の松井知事は１７日、「偽証が許されない証人喚問ではっきりすると思う。いちばんわからないのは、なぜ、契約書を偽造したかで、この点は確認してほしい」と述べ、金額の異なる契約書が提出されたことについて、真相を解明すべきだという考えを示しました。
そのうえで、「森友学園側から提出された財政計画などが偽造だったとなれば、われわれが振り回されたことになる」と述べ、業務妨害の疑いで告訴などを検討する考えを示しました。
籠池理事長の発言について、菅官房長官は１６日、「安倍総理大臣に確認したところ、『自分では寄付はしていない。昭恵夫人や事務所など、第三者を通じても寄付をしていない』ということだった」と述べ、さらに１７日、「夫人個人としても寄付は行っていない」と述べました。
籠池氏、２３日に証人喚問　衆参予算委　与党が方針転換

東京新聞2017年3月17日 07時00分

　与野党は十六日、大阪市の学校法人「森友学園」の理事長退任を表明した籠池泰典（かごいけやすのり）氏の証人喚問を、二十三日に衆参両院の予算委員会で行う方向で合意した。籠池氏は十六日、二〇一五年九月に安倍晋三首相側から寄付を受け取ったと発言したことから、その発言に関する事実関係をただす。このほか、設置認可申請を取り下げた大阪府豊中市の小学校用地を巡り、格安で国有地払い下げを受けた経緯や政治家の関与などについて、籠池氏本人から国会で事実関係を確認する初の機会となる。

　証人喚問は、自民党の竹下亘国対委員長が民進党の山井和則国対委員長に提案し、山井氏が受け入れた。

　与党はこれまで、野党から籠池氏の国会招致を求められても「民間人の招致には慎重であるべきだ」と拒否していた。だが、招致に応じない構えだった籠池氏が十六日に野党四党の国会議員と豊中市の自宅で面会した際、応じる姿勢をみせた。首相は寄付を否定しており、与党も証人喚問に応じる方針に転換した。

　首相は同日夜、参院与党の国対幹部らと公邸で会食。出席者によると、首相は籠池氏の寄付発言に「全くとんでもない話だ」といらだっていたという。

　竹下氏は「首相、夫人、事務所も含め、（寄付の事実は）ないと言っている。たださないといけない」と指摘した。

（東京新聞）

籠池理事長の証人喚問に閣僚から意見相次ぐ
ＮＨＫ3月17日 11時54分
国会で来週、大阪の学校法人「森友学園」の籠池理事長の証人喚問が行われることについて、閣僚からは、一連の問題に関する事実関係の解明が進むことを期待する意見のほか、政府としても説明する努力を続ける必要があるという指摘も出されました。
このうち、高市総務大臣は閣議のあとの記者会見で、「国会の証人喚問は、偽証することもできないので、これにより真実が明らかになることを期待している。早く真実が明らかになり、しっかりと多くの国政の課題の議論が進む環境が整うことを期待している」と述べました。
また、丸川オリンピック・パラリンピック担当大臣は「全く事情がわからないというのは、多くの国民も感じていることだと思うので、証人喚問という形で話をしっかり聞き、不審があれば、それが払拭（ふっしょく）されることを望む」と述べました。
さらに、岸田外務大臣は証人喚問は国会が判断することだとしたうえで、「さまざまな指摘に対し、政治の立場、あるいは政府の立場からこれまでも説明してきたが、これからも説明努力は続けていかなければならない」と述べました。
一方、鶴保沖縄・北方担当大臣は、籠池理事長が「学園を作るにあたっては安倍総理大臣の寄付金が入っている」などと述べたことについて、「安倍総理大臣が明確に否定しているので、特段心配していない」と述べました。
南スーダン 人道支援の車襲撃され５人死傷
ＮＨＫ3月17日 6時10分
アフリカの南スーダンで１４日、コレラの感染対策の活動をしていた国際機関の職員などを乗せた車が武装した男たちに襲撃され、２人が死亡、３人がけがをしました。
国際移住機関＝ＩＯＭによりますと、南スーダンの首都ジュバから北西に２１０キロほど離れた地域で１４日、コレラの感染対策の活動をしていた援助関係者などを乗せた２台の車が移動していたところ、そのうちの１台が、突然、武装した男たちに襲撃されました。この襲撃で銃撃された２人が死亡し、国際移住機関の職員１人を含む３人がけがをしました。
南スーダンでは、政府軍と反政府勢力の衝突が繰り返される中で治安情勢が悪化し、国民の半数近くに当たる４９０万人が食糧不足に直面して「飢きん」が発生するなど人道危機も拡大しています。
人道援助に当たる人や施設が襲撃される事件も相次いでいて、１６日には「国境なき医師団」が北東部で運営する病院が襲われて、薬などが奪われる事件が起きていたことを明らかにしています。
国際移住機関は「こうした厳しい治安情勢によって南スーダンの多くの地域でわれわれの助けを必要としている人たちに支援ができないでいる」として、南スーダンで相次ぐ援助関係者などに対する襲撃や略奪などの行為を強く非難しています。
南スーダンでは、首都ジュバを拠点に陸上自衛隊の施設部隊がＰＫＯ活動に参加していますが、政府はことし５月末をめどに撤収させることを決めています。
陸幕長ら証人喚問を＝共産
　共産党の笠井亮政策委員長は１７日の記者会見で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題に関し、自衛隊制服組トップの河野克俊統合幕僚長、陸自トップの岡部俊哉陸上幕僚長ら関係者の証人喚問を要求した。笠井氏は「真相解明には国会の役割が大きい」と述べ、議院証言法で偽証罪に問える意義を強調した。（時事通信2017/03/17-18:21）
日報問題で特別監察開始＝稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は１７日の衆院外務委員会で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣された陸上自衛隊の日報問題に関する特別防衛監察を同日から開始したことを明らかにした。陸自内部で日報の電子データが保管されていたことを陸自幹部が把握していたなどとする報道については「コメントは控えたい」と述べた。（時事通信2017/03/17-18:03）
稲田防衛相 特別監察を早期に実施 徹底解明
ＮＨＫ3月17日 11時59分
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題について、「特別防衛監察」をできるだけ早く実施し、徹底的に事実を解明する考えを示しました。
防衛省は、南スーダンのＰＫＯ部隊の日報について、陸上自衛隊が破棄し、その後、別の部署で見つかったと説明していますが、実際には陸上自衛隊がデータを保管していたことがわかり、稲田防衛大臣は、独立性が高い徹底した調査が重要だとして、「特別防衛監察」を実施する考えです。
これについて、稲田大臣は１７日の閣議のあとの記者会見で、「きのう、防衛監察監に会い、早急に計画を作成させている。陸上自衛隊にかぎらず、事実解明に必要な機関も対象となり、できるかぎり早く実施するよう指示している」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は「厳しい安全保障環境の中で、防衛省・自衛隊が一丸となって日本を守っていく体制にあるのかや、私の文民統制＝シビリアンコントロールが効いているのかも含めて国民が見ているので、徹底的に事実を解明して改善していく」と述べました。
また、稲田大臣は１６日夜、防衛省の事務次官を通じて岡部陸上幕僚長に、陸上自衛隊が日報を保管していたと報告を受けていたかなどについて確認したところ、報告を受けたとは認識していないという趣旨の回答があったことを明らかにしました。
官房長官 徹底して調査するのがいちばん大事
菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、「報道されたようなことが仮に事実であれば、防衛省・自衛隊に対する国民の信頼を大きく損ないかねるのは当然のことだと思う。実態を、独立性の高い防衛監察本部で徹底して調査するのがいちばん大事なことだ。いずれにしろ、まだ調査の段階で、私からコメントは控えたい」と述べました。
防衛官僚も監察対象＝ＰＫＯ日報問題－防衛省
　南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題で、稲田朋美防衛相は１７日、防衛省防衛監察本部による特別防衛監察計画を承認した。防衛官僚らも監察対象となる。
　計画によると、監察は「背広組」と呼ばれる官僚を含めた事務方で構成される内局や陸海空の各自衛隊を運用する統合幕僚監部、日報を作成した派遣部隊の上級部隊である中央即応集団、陸上幕僚監部が対象。
　監察では、２０１６年７月７～１２日に作成された陸上自衛隊の日報の管理状況や陸自の日報が見つかった際、だれが報告を受け、だれの判断で開示しなかったのかなどを調べる。法令違反がないか、場合によっては立ち入り調査も行う。（時事通信2017/03/17-20:22）
「陸幕長、保管認識ない」＝ＰＫＯ日報問題－稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は１７日の閣議後の記者会見で、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の日報問題で、陸上自衛隊トップの岡部俊哉陸上幕僚長に対し、陸自が日報を保管していたことについて報告を受けたか確認したところ、岡部陸幕長は「報道のような事実は認識していない」と回答し、報告を受けていないとの見解を示したことを明らかにした。（時事通信2017/03/17-13:08）
稲田氏、統幕幹部聞き取り実施へ　PKO日報非公表問題で

共同通信2017/3/17 17:44

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）部隊の日報が「廃棄済み」と説明していた陸上自衛隊で見つかった問題で、稲田朋美防衛相が、存在を非公表とするよう指示したとされる防衛省統合幕僚監部の幹部に近く聞き取りを実施することが17日、同省幹部への取材で分かった。

　稲田氏は、検察OBをトップとする防衛監察本部による特別防衛監察で実態解明する考えを示しているが、野党は早期に事実関係を説明するよう追及。相次ぐ問題発覚にシビリアンコントロール（文民統制）が機能していないとの批判もあり、稲田氏主導でも確認作業に動く。

防衛省上層部の関与を重点調査　南スーダンPKO日報問題

共同通信2017/3/17 11:11
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閣議後、記者会見する稲田防衛相＝17日午前、防衛省

　南スーダン国連平和維持活動（PKO）部隊の日報を廃棄したとしながら陸上自衛隊が保管していた問題で、防衛監察本部が組織的な隠蔽がなかったかなど、上層部の関与を重点的に調査する方針であることが17日、関係者への取材で分かった。特別防衛監察の実施を同本部に指示した稲田朋美防衛相は17日の閣議後記者会見で「私のシビリアンコントロール（文民統制）が利いているかも含め国民が見ているので、しっかり事実関係を解明する」と述べた。

　この問題では、岡部俊哉陸上幕僚長が事実関係の報告を受けていたことが発覚。統合幕僚監部の背広組幹部が非公表とするよう指示したという。

首相 稲田防衛相は徹底して調査 引き続き職責を
ＮＨＫ3月17日 18時44分
安倍総理大臣は衆議院外務委員会で、南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題について、稲田防衛大臣には徹底して調査を行い、再発防止を図る責任があるとして、引き続き、職責を果たしてもらいたいという考えを示しました。
この中で、安倍総理大臣は南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を陸上自衛隊が保管していた問題を受けて、稲田防衛大臣を交代させるよう求められたのに対し、「閣僚の任命責任は、すべて内閣総理大臣たる私にある」と述べました。
そのうえで、「稲田大臣には徹底的な調査を行い、改めるべき点があれば、大臣の責任において徹底的に改善し、再発防止を図ることにより、その責任を果たしてもらいたい」と述べ、稲田大臣に引き続き、職責を果たしてもらいたいという考えを示しました。
また、安倍総理大臣は、稲田大臣が大阪の学校法人「森友学園」の籠池理事長との関係をめぐる国会答弁を訂正したことを踏まえ、「国会審議における質問に対しては、今後とも誠実に答弁していただきたいと考えている」と述べました。
一方、稲田防衛大臣は陸上自衛隊が日報を保管していた問題について、監督責任が問われるとして辞任を求められたのに対し、「防衛省・自衛隊に対する国民の信頼を大きく損ないかねず、私の責任の下で、徹底的に事実を解明したうえで、防衛省、自衛隊に隠蔽体質があるのであれば、そこを改善していくため、しっかりと取り組んでいく」と強調しました。
防衛官僚が上層部と相談し公表しない方針伝えたか
ＮＨＫ3月17日 18時46分 
[image: image10.jpg]



南スーダンのＰＫＯ部隊の日報を実際には陸上自衛隊が保管していた問題で、陸海空の各自衛隊を運用する統合幕僚監部の防衛官僚が、防衛省の上層部に相談したうえで、公表しないという方針を陸上自衛隊に伝えた疑いがあることがＮＨＫの取材でわかりました。誰の判断で公表は見送られたのか、今後は詳しいいきさつの解明が焦点となります。
南スーダンで大規模な武力衝突が起きた際のＰＫＯ部隊の日報について、防衛省は陸上自衛隊が破棄したと説明していますが、実際には陸上自衛隊の司令部に日報のデータが保管されていました。
防衛省幹部によりますと、陸海空の各自衛隊を運用する統合幕僚監部の防衛官僚は、ことし１月下旬に、陸上自衛隊でデータが保管されていたという報告を受けたということです。
さらに、この防衛官僚は陸上自衛隊からの報告を防衛省の上層部にも伝えて、対応を相談していた疑いがあることがＮＨＫの取材でわかりました。この相談は、防衛官僚が報告を受けてから数日以内に行われ、その後、「今さら言えない」として、公表しない方針が陸上自衛隊に伝えられたということです。
結局、防衛省は陸上自衛隊に日報が保管されていたことを伏せたまま、別の部署で見つかったと先月７日公表しました。今後は陸上自衛隊の日報の存在が誰の判断で公表されないことになったのか、詳しいいきさつの解明が焦点となります。
文科省天下り 新たに３０件超の違反 来週にも公表へ
ＮＨＫ3月18日 4時25分
文部科学省の天下り問題で、新たに３０件を超える事案が国家公務員法に違反していたことが省内の調査でわかり、最終的な違反の総数は６０件余りとなる見通しです。この中には、文部科学省が外務省や内閣府から情報を得たうえで大学に紹介していた事案も含まれていて、来週にも公表することにしています。
文部科学省は、現役の職員が退職者の再就職を大学などに直接依頼するなど、合わせて２７件の事案が、官僚の天下りのあっせんなどを禁じた国家公務員法に違反していたと、先月、公表しました。
こうした中、関係者によりますと、新たに３０件を超える事案が国家公務員法に違反していたことが、文部科学省の調査でわかりました。
これにより、一連の問題が発覚して以降、判明した最終的な違反の総数は６０件余りとなる見通しです。
新たにわかった違反事案の中には、文部科学省の人事課の職員が、外務省や内閣府から退職予定者や退職者の連絡先や履歴書などの情報を入手したうえで、国立大学に紹介した事案も含まれているということです。
また、新国立競技場の計画にも携わった文部科学省の元局長が、私立大学の学長に再就職するにあたって、人事課の職員が大学側に求人情報の聞き取りを行っていたこともわかりました。
文部科学省は、来週にも最終的な調査結果として政府の再就職等監視委員会に報告することにしていて、了解が得られしだい、速やかに公表することにしています。
また、調査結果を受けて発表される懲戒処分には、違反が認定された職員だけでなく、歴代の人事課長や官房長なども含まれる見通しで、文部科学省として過去に例のない規模の幹部や職員が処分されるものと見られます。
愛知のＧＰＳ捜査、有罪確定へ＝被告の上告棄却－最高裁
　愛知県警が裁判所の令状を取らずに捜査対象者の車両に全地球測位システム（ＧＰＳ）端末を取り付けた捜査の違法性が争われた窃盗事件の裁判で、被告の男（４５）の有罪が確定する。最高裁第３小法廷（岡部喜代子裁判長）が１５日付の決定で、「上告理由に当たらない」とだけ指摘して被告の上告を棄却した。
　被告は２０１３～１４年、岐阜、愛知各県で起きた連続窃盗事件に関与したとして起訴された。
　一審名古屋地裁と二審名古屋高裁は、令状のないＧＰＳ捜査を違法と判断。ただ、一審は関連する証拠の排除を求めた弁護側の主張は退けて懲役６年の有罪とし、二審も控訴を棄却したため、被告側は憲法違反などを理由に上告していた。（時事通信2017/03/17-17:54）
令状なしのＧＰＳ捜査違法 法相 立法措置含め検討
ＮＨＫ3月17日 13時19分
最高裁判所大法廷が、裁判所の令状を取らずにＧＰＳ端末を使って居場所を把握する捜査は違法だとし、法律の整備を求めたことについて、金田法務大臣は閣議のあとの記者会見で、今後必要な立法措置を取ることも含めて検討していく考えを示しました。
最高裁判所大法廷は１５日、警察が裁判所の令状を取らずに容疑者の車などにＧＰＳ端末を取り付けて、居場所を把握する捜査について、強制捜査に当たると指摘し、令状がなければ違法だという初めての判断を示したうえで、法律の整備を求めました。
これについて、金田法務大臣は閣議のあとの記者会見で、「憲法や、刑事訴訟法の諸原則に適合する立法的な措置が講じられることが望ましいという解釈が示された。判決の内容を踏まえながら、この種の捜査の具体的な在り方などに即して、必要な検討を行っていきたい」と述べました。
さらに、記者団が「法改正を目指していくのか」と質問したのに対し、「その点も含めて検討していく」と述べ、法律の改正や新たな法律の制定も含めて、必要な措置を検討していく考えを示しました。
マイナンバーカード交付率 全国で８．４％
ＮＨＫ3月17日 12時53分
総務省によりますと、マイナンバーカードの交付率は、今月８日現在、全国で８．４％にとどまっていて、高市総務大臣は記者会見で、市区町村と一体となって普及の促進に努める考えを示しました。
総務省は、今月８日現在で取りまとめたマイナンバーカードの交付状況を１７日、公表しました。
それによりますと、交付枚数は全国で１０７１万７９１９枚で、人口に対する交付率は８．４％でした。
交付率を都道府県別に見ますと、最も高かったのは神奈川県で１０．４％、次いで宮崎県が１０．３％、東京都が１０．０％などとなっています。一方、交付率が最も低かったのは高知県で５．４％、次いで福井県が５．６％、沖縄県が５．８％などとなっています。
高市総務大臣は閣議のあとの記者会見で、「普及枚数としてはまだまだ不十分だ。さらなる普及と利活用を図っていくためには、国民に便利さを実感していただくことが必要だと考えている。今後も、交付が進んでいる自治体の事例を参考にするなど、市区町村と一体となって普及の促進に努めていきたい」と述べました。
沖縄の基地反対リーダーの保釈、那覇地裁が認める　検察は不服申し立てへ

沖縄タイムス2017年3月17日 22:11

　米軍基地建設への反対運動中に逮捕・起訴され、威力業務妨害や公務執行妨害罪などに問われた沖縄平和運動センターの山城博治議長（６４）について、那覇地裁は１７日夜、公務執行妨害と傷害両罪に関する弁護側の保釈請求を認めた。威力業務妨害罪に関しては、既に認められていた。



沖縄平和運動センターの山城博治議長

　弁護側によると、那覇地検は決定を不服として、福岡高裁那覇支部に抗告（不服申し立て）する予定で、実際に山城議長がいつ保釈されるか確定していない。

起訴内容を一部否認、威力業務妨害など無罪主張　基地反対リーダー・山城議長ら初公判

沖縄タイムス2017年3月17日 12:51

　沖縄県東村高江や名護市辺野古での米軍基地建設の反対運動中に逮捕・起訴され、器物損壊や公務執行妨害、威力業務妨害の罪などに問われている沖縄平和運動センターの山城博治議長（６４）ら３人の初公判が１７日午前１０時、那覇地裁（潮海二郎裁判長）で始まった。山城議長側は器物損壊罪について争わないとする一方、公務執行妨害と傷害、威力業務妨害罪については無罪を主張。起訴内容を一部否認した。



那覇地裁

　議長の弁護側は、昨年１月に名護市辺野古の米軍キャンプ・シュワブのゲート前でコンクリートブロックを積み上げたとされる威力業務妨害罪を否認。「処罰は憲法が保障する表現の自由に反する」と訴えた。

　同年８月に米軍北部訓練場付近で沖縄防衛局職員に暴行を加えたとして問われている公務執行妨害と傷害罪については、「防衛局は高江で市民側テントを違法に撤去しており、適法な公務とはいえない」などと反論。両罪についても無罪を主張した。

　山城議長と共謀したとして起訴されている宜野座村の男性（６６）と東京都の男性（４４）も、それぞれ起訴内容を否認した。

米軍基地建設反対の議長 初公判で「長期勾留は不当」
ＮＨＫ3月17日 16時56分
沖縄県にあるアメリカ軍施設の建設に反対する活動の中で、防衛局の職員に暴行し、けがをさせた罪などに問われている沖縄平和運動センターの議長の裁判が始まり、議長は「長期にわたる勾留は不当だ」と訴えたうえで、起訴された内容の一部を否認し、無罪を主張しました。
沖縄平和運動センターの議長、山城博治被告（６４）は去年８月、沖縄県のアメリカ軍北部訓練場の施設の建設現場近くで、沖縄防衛局の職員の肩を揺さぶり、けがをさせたなどとして、傷害や公務執行妨害などの罪に問われています。
山城議長については、勾留が５か月間続き、国際的な人権団体の「アムネスティ・インターナショナル」が人権侵害だと指摘したうえで、「基地の反対運動を萎縮させるおそれがある」と、強い懸念を示す声明を出しています。
この裁判が１７日、那覇地方裁判所で始まり、山城議長は「長期にわたる勾留は不当で憤りを表明したい。防衛局が反対派のテントを撤去しようとしたのが違法であり、傷害罪の事実はない」と述べ、起訴された内容の一部を否認し、無罪を主張しました。
このあと、検察が事件の状況について、「被告は、ほかの人たちに『みんな突っ込め突っ込め』と呼びかけるなど、活動の総指揮者的な立場だった」と主張しました。
山城議長の逮捕容疑は
沖縄平和運動センターの山城博治議長（６４）が最初に逮捕されたのは、去年１０月１７日でした。
アメリカ軍北部訓練場のヘリコプター発着場の建設に反対する活動の中で、訓練場に設けられた有刺鉄線をペンチで切った、器物損壊の疑いでした。
この３日後、釈放された直後に、去年８月に訓練場の近くで、沖縄防衛局の職員の肩を揺さぶり、けがをさせたなどとして、傷害と公務執行妨害の疑いで逮捕されました。
さらに翌１１月には、去年の１月に名護市辺野古で、アメリカ軍普天間基地の移設に反対する活動をしていたとき、道路にブロックを積み上げたとして、威力業務妨害の疑いで逮捕されました。
山城議長は合わせて３つの事件で起訴され、勾留の期間は１７日で５か月になります。
これまで弁護士は裁判所に対し、１０回以上にわたって保釈を求めましたが、「証拠隠滅のおそれがある」として退けられたうえ、最高裁判所にも２度、特別抗告を行いましたが、「法律上、抗告できる場合に当たらない」として認められませんでした。
専門家「司法の信頼損ねるのでは」
山城議長の勾留が５か月間続いていることについて、刑事法の専門家で、一橋大学の本庄武教授は「これだけの期間必要か疑問だ。仮に有罪となっても刑罰は軽いと予想され、罰金か執行猶予のついた判決だと、市民活動への侵害の程度が大きくなってしまい、バランスが非常に悪いと思う」と話しています。
そのうえで、「司法が基地に反対する運動にダメージを与えるため、動いていると疑われかねず、信頼を損ねるのではないかと危惧する」と話しました。
衆参議長、天皇退位で特例法提言＝安倍首相「厳粛に受け止め」


安倍晋三首相（右から２人目）に天皇退位に関する国会の提言書を手渡す衆院の大島理森議長（左から２人目）＝１７日午後、国会内
　天皇陛下の退位を可能にする法整備に関し、衆参両院の正副議長は１７日午後、国会内で安倍晋三首相と会談し、今の陛下の退位を特例法で規定し、その根拠を皇室典範の付則で明確にすることを柱とする提言書を手渡した。政府は提言を尊重して法案化を進め、５月の大型連休明けに国会に提出する方針。法案が今国会で成立するのは確実だ。
　席上、首相は「立法府の総意を厳粛に受け止め、直ちに法案の立案に取り掛かり、速やかに国会に提出するよう全力を尽くしたい」と表明。大島理森衆院議長は、政府が法案提出前に骨子を各党に説明し、要綱を与野党代表者による全体会議に示すよう要請。「どの会派も、この国会で成立させようという思いは一つだ」と語った。


　提言を受け、政府の「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」は２２日に議論を再開、陛下の退位後の地位や敬称などの検討を進める。政府が別途検討する退位の具体的な時期も焦点だ。
　提言に先立つ衆参正副議長と与野党代表者の全体会議で、自由党は典範の本則を改正すべきだとして反対を表明。議長らは「私たちの取りまとめとして首相に渡す」と引き取った。また、共産党は、提言自体は容認したものの、陛下のお言葉を各党が重く受け止めるとの記述が憲法に抵触しかねないなどと指摘。「今後の国会審議を縛るものとしてはならない」と賛否を留保した。各党のこうした主張も書面で政府に伝達された。
　提言は、特例法の名称を「天皇の退位等に関する皇室典範特例法」とした。皇位継承を「皇室典範の定めるところによる」と規定した憲法２条に違反するとの疑義を招かないよう、典範付則に特例法と「一体を成す」と明記するよう提唱。強制的な退位ではないことを明確にするため、昨年８月の陛下のお言葉が広く国民に理解されていることなど、退位に至る経緯も盛り込むよう求めた。
　また、安定的な皇位継承を確保するため、女性皇族が結婚後も皇室にとどまる「女性宮家の創設」を例示し、政府に対して法施行後速やかに検討するよう促した。（時事通信2017/03/17-20:08）
政府 退位めぐる法案検討本格化 提出前に異例の提示へ
ＮＨＫ3月18日 5時42分
天皇陛下の退位をめぐって、特例法の制定で退位を可能とするなどとした、国会の考え方がまとまったことを受け、政府は、有識者会議の議論を来週にも再開させるとともに、法案の検討を本格化させることにしています。法案の策定作業は、国会の意向を踏まえ、提出前から、衆参両院の正副議長や野党にも提示する、異例の形で行われる見通しです。
天皇陛下の退位をめぐって、衆参両院の正副議長は１７日、特例法の制定で退位を可能とし、憲法違反の疑いが生じないよう、皇室典範の付則に特例法は皇室典範と一体だとする規定を設けるなどとした、国会の考え方を取りまとめ、安倍総理大臣に伝えました。
これについて、安倍総理大臣は「立法府の総意を厳粛に受け止めて、法案の作成に取りかかり、速やかに国会に提出できるようにしたい」と述べました。
政府は、国会の議論を見守る必要があるとして、一時的に休止していた有識者会議の議論を来週にも再開させ、改めて専門家のヒアリングを行うなどして、天皇陛下の退位後の称号などの検討を進める方針です。
また、大型連休明けにも法案を国会に提出することを目指し、国会の考え方に沿って法案の検討を本格化させることにしています。
政府は通常、与党の事前の了承を経たうえで法案を国会に提出していますが、今回は国会側が法案の骨子を事前に与野党各会派に説明したうえで、内容が固まった段階で衆参両院の正副議長と各会派が参加する全体会合で確認を受けるよう求めています。
このため、政府による法案の策定作業は、国会に提出する前の段階から、与党だけでなく、衆参両院の正副議長や野党にも提示する、異例の形で行われる見通しです。
退位特例法案、5月提出へ　政府方針、国会見解を反映

共同通信2017/3/17 19:41
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安倍首相に国会見解を伝達後、記者会見する大島衆院議長（右）と伊達参院議長＝17日午後、国会

　政府は17日、天皇陛下の退位を巡る国会見解の正式決定を踏まえ、陛下一代限りの特例法案を5月上旬にも国会提出する調整に入った。見解は、陛下による昨年8月のビデオメッセージ以降の経緯を具体的に明記することなどを求めており、その内容を反映させる。安倍晋三首相は「総意を厳粛に受け止め、直ちに法案の立案に取り掛かる」と述べた。政府は退位に関する有識者会議を22日に再開させ、詰めの作業を急ぐ。今国会で成立を図る方針だ。

　有識者会議は22日から、陛下の退位後の呼称など積み残した論点に関し、専門家から意見を聞く予定。4月下旬にも最終提言をまとめ、首相に手渡す段取りだ。

残業「月１００時間未満」決定＝運輸・建設も規制へ－働き方会議


働き方改革実現会議で発言する安倍晋三首相（右から２人目）。左から２人目は経団連の榊原定征会長＝１７日午後、首相官邸
　政府は１７日、働き方改革実現会議を首相官邸で開き、繁忙期に例外的に認める残業時間の上限規制を「月１００時間未満」とすることを正式決定した。残業時間の短縮に向けて国の指針を新たに設け、企業などに対し助言・指導を行うことも確認。現在は残業時間規制の適用対象外となっている運輸・建設業も対象とする方向で検討する。
　会議ではこうした内容を盛り込んだ政労使による上限規制案が提示された。月内に策定する実行計画に明記する。
　席上、安倍晋三首相は自動車の運転業務や建設事業に言及し、「猶予期間を設けた上で、実態に即した形で規制を適用する方向としたい」と明言。今月末の実行計画取りまとめに向け、関係業界と調整を急ぐよう石井啓一国土交通相に指示した。


　最大の焦点となっていた１カ月の残業上限をめぐっては、経団連が「１００時間以下」、連合が「１００時間未満」をそれぞれ主張。首相が「未満」を支持し、経団連も受け入れた。
　規制案は繁忙期の例外的な上限について、（1）月１００時間未満（2）２～６カ月の月平均８０時間（3）年７２０時間（月平均６０時間）（4）月４５時間を超える場合は年６カ月まで－としている。違反した企業には罰則を科す。
　新指針は「（月４５時間などの）原則的上限に近づける努力が重要」とした労使トップ間の合意を受けたもので、規制案には「新たに労働基準法に指針を定める規定を設ける」と明記した。これに関し、首相は「指針を定め、１００時間未満に足らずとも、助言・指導を行う制度を整備する」と表明した。（時事通信2017/03/17-21:05）
原発事故、国に賠償命令＝「津波予見できた」－東電にも、計３８００万円・前橋地裁


原発事故避難者が国と東電に損害賠償を求めた訴訟の判決を受け、「一部勝訴」などと書かれた垂れ幕を示す弁護士ら＝１７日午後、群馬・前橋地裁前
　東京電力福島第１原発事故で福島県から群馬県に避難した住民らが、国と東電に計約１５億円の損害賠償を求めた訴訟の判決が１７日、前橋地裁であった。原道子裁判長は、津波を予見し、事故を防ぐことはできたと判断、国と東電に総額約３８５５万円の支払いを命じた。
　事故をめぐり、国の賠償責任を認めた判決は初めて。全国で約３０件ある同種の集団訴訟に影響を与えそうだ。
　原裁判長は、政府の地震調査研究推進本部が２００２年７月に「マグニチュード８クラスの大地震が起こる可能性がある」と指摘した「長期評価」を重視。「地震学者の見解を最大公約数的にまとめたもので、津波対策に当たり考慮しなければならない合理的なものだった」と述べた。
　その上で、国と東電は遅くとも長期評価が公表された数カ月後には、原発の安全施設が浸水する津波を予見できたと認定。長期評価に基づき、０８年５月に１５．７メートルの津波を試算した東電は「実際に予見していた」と言及した。


　事故は非常用発電機を高台に設置するなどすれば防げたとし、「期間や費用の点からも容易」だったと指摘した。東電については、「常に安全側に立った対策を取る方針を堅持しなければならないのに、経済的合理性を優先させたと評されてもやむを得ない」と厳しく非難した。
　国に関しては、長期評価から５年が過ぎた０７年８月ごろには、自発的な対応が期待できなかった東電に対し、対策を取るよう権限を行使すべきだったと判断。国の権限不行使は「著しく合理性を欠く」とし、違法と結論付けた。
　原告側は、国の原子力損害賠償紛争審査会の指針に従って既に受け取った賠償金に加え、１人当たり１１００万円の慰謝料などを求めていた。判決は、避難指示区域の住民１９人に７５万～３５０万円、区域外からの自主避難者４３人に７万～７３万円の賠償を認める一方、７２人の請求は退けた。
　賠償基準を示した同審査会の指針については、「自主的解決に資するためのものだ」と指摘し、避難の経緯や放射線量などに応じて個別に賠償額を認定した。
　事故をめぐっては、東電の勝俣恒久元会長（７６）ら３人が、津波を予想できたのに対策を怠ったとして、業務上過失致死傷罪で強制起訴されたが、初公判の見通しは立っていない。（時事通信2017/03/17-22:02）
原発避難訴訟 国に初めて賠償命じる判決 前橋地裁
ＮＨＫ3月17日 19時43分
東京電力福島第一原子力発電所の事故で、群馬県に避難した人など、１３０人余りが起こした裁判で、前橋地方裁判所は「津波を事前に予測して事故を防ぐことはできた」として、国と東京電力の責任を初めて認め、３８００万円余りの賠償を命じる判決を言い渡しました。原発事故の避難をめぐる全国の集団訴訟では、今回が初めての判決で、今後の裁判に影響を与える可能性もあります。
この裁判は、原発事故の避難区域や、福島県のそのほかの地域から群馬県に避難した人ら１３７人が、生活の基盤を失うなど精神的な苦痛を受けたとして、国と東京電力に総額、およそ１５億円の慰謝料などを求めたものです。
１７日の判決で、前橋地方裁判所の原道子裁判長は、平成１４年７月に政府の地震調査研究推進本部が発表した巨大地震の想定に基づき、国と東京電力は、その数か月後には巨大な津波が来ることを予測できたと指摘しました。
また、平成２０年５月には東京電力が予想される津波の高さを試算した結果、原発の地盤を越える高さになったことを挙げ、「東京電力は実際に巨大な津波の到来を予測していた」としました。
そのうえで、東京電力の責任について、「事故の原因の１つとなった配電盤の浸水による機能の喪失を防ぐため、非常用の発電機を建屋の上の階に設けるなどの対策を行うことは容易だったのに行わなかった。原発の津波対策は、常に安全側に立った対策を取らなければならないのに、経済的な合理性を優先させたと言われてもやむをえない対応で、今回の事故の発生に関して特に非難するに値する」と指摘しました。
また、国の責任についても、「東京電力に津波の対策を講じるよう命令する権限があり、事故を防ぐことは可能だった。事故の前から、東京電力の自発的な対応を期待することは難しいことも分かっていたと言え、国の対応は著しく合理性を欠く」として、国と東京電力にはいずれも責任があったと初めて認めました。
そのうえで原告が受けた損害について、「放射線量の高まりや、避難の経緯などから、事故と関係があったかどうか個別に検討することが適切だ」として、自主的に避難した人たちを含む６２人について、国と東京電力に３８００万円余りの賠償を命じました。
原発事故をめぐり、全国の１８の都道府県で１万２０００人余りが起こしている集団訴訟では、今回が初めての判決で、今後の裁判に影響を与える可能性もあります。
菅官房長官「エネルギー政策に影響ない」
菅官房長官は午後の記者会見で、「本日出された前橋地裁の判決について、詳細は十分に承知していないが、国の主張が一部認められなかったと聞いている。今後、関係省庁において判決内容を十分に精査し、対処方針を検討していく」と述べました。そのうえで、菅官房長官は、原発を含めた政府のエネルギー政策に与える影響について、「そこは無いと思う」と述べました。
原子力規制庁「対処方針検討したい」
今回の判決について、原子力規制庁は「国の主張の一部が認められなかったことは聞いているが、今の時点で詳細は十分承知していない。今後の対応については関係省庁とともに判決内容を確認のうえ、対処方針を検討したい」と話しています。
廣瀬社長「判決文を精査したい」
判決について、東京電力の廣瀬直己社長は１７日の記者会見で、「判決文を読んでいないので詳しいことは言えないが、今後、どう対応していくか、判決文を精査してしっかり対応したい」と述べました。そのうえで、今後、福島第一原子力発電所の事故の賠償費用が膨らんでいく可能性については、「われわれは、損害があるかぎり、賠償はしないといけない。きょうの判決も重要だが、裁判はいくつも抱えている。今の金額以上はないとは考えていない」と述べました。
同様の訴訟の原告「ふるさと喪失の評価十分ではない」
福島県や神奈川県で同様の集団訴訟を起こしている原告らでつくる「原発被害者訴訟原告団全国連絡会」は、今回の判決を受けて、前橋市内で記者会見を開き、声明を発表しました。
この中では、「国や東電の責任を認めたことは高く評価されるが、慰謝料の額は低いものでふるさと喪失に対する評価は十分なものとは考えにくい」としています。連絡会の事務局長で、福島県いわき市の佐藤三男さんは「避難している人への差別や偏見などの問題が起きているが、避難の大変さをわかってほしい。原発事故は、二度と起こしてはならない」と訴えていました。
争点（１）東電の過失の有無
今回の裁判では、津波の予測をめぐって、東京電力に民法上の過失があったかどうかが争点の一つとなりました。
原告側は、津波は予測できたにもかかわらず、東京電力は原発事故を防ぐ必要な対策をとらなかった過失があると主張しています。その根拠として、平成１４年に政府の地震調査研究推進本部が発表した「長期評価」では、三陸沖から房総沖にかけてマグニチュード８クラスの巨大地震が、３０年以内に２０％の確率で発生することが示されていたとしています。さらに平成１８年に当時の原子力安全・保安院や電力会社が参加した勉強会で、福島第一原発については、１４メートルを超える津波が来た場合、すべての電源を喪失する危険性があると示されていたとしています。こうしたことなどから、津波は予測できたにもかかわらず、東京電力は原発事故を防ぐ必要な対策をとらなかった過失があると主張しています。
一方、東京電力は、国の専門機関が地震のあとに、「想定された規模を大きく上回る地震と津波だった」と評価していることから、津波を予測し、対策を行うことは不可能であり、過失はなかったと主張しています。
争点（２）国の責任の有無
もう一つの争点が、国に責任があったかどうかをめぐるものでした。
原告側は、国も、東京電力と同様に平成１４年に政府が発表した「長期評価」や、平成１８年に国の原子力安全・保安院や電力会社が参加した勉強会の内容などをもとに津波を予測することはできたとしています。そのうえで、国は東京電力に対して、防潮堤を高くしたり、電源盤を高台に移したりするなど対策を指示する義務があり、原発事故の発生について責任を負わなければならないと主張しています。
一方、国は、平成１４年の「長期評価」は、あくまで阪神・淡路大震災を受けた防災目的のもので、原子力施設を想定したものではなく、原告側が「津波は予測できた」とする主張については、原発事故の発生について具体的な想定や試算をしたものではないとしています。さらに、「具体的な安全対策を指示するべきだった」とする原告側の主張については、原子力発電所の具体的な設計の変更を指示することは、そもそも国の権限としては認められていなかったとしています。
争点（３）賠償額の妥当性
さらに、今回の裁判では、避難者に支払われている賠償額が妥当かどうかも争点となりました。
これまで東京電力は、国の審査会で示された指針に基づいて、避難指示区域の住民に１人当たり最大で１４５０万円を支払っているほか、自主避難した人には最大で大人に１２万円、子どもと妊婦に７２万円を賠償として支払っています。
原告側は、これらの賠償には、住み慣れた家や仕事を失ったり、転校を余儀なくされたりしたことによる精神的な苦痛は含まれていないとして、現在の賠償の枠組みでは十分ではないと主張しています。さらに、避難指示区域の住民も、自主避難した人も、同様に精神的な苦痛を受けており、区別はできないとしています。
一方、国と東京電力は、現在の賠償の枠組みで十分補償されていると主張しています。
争点（４）自主避難の妥当性
また今回の裁判では、避難指示区域外の住民の自主避難の妥当性も争点となりました。
原告側は、放射線の被ばくに安全な線量は存在しないという、平成１９年の国際機関の勧告を引用して、当時、福島県に住んでいた人が健康被害を予防するために避難することは合理的だったと主張しています。そのうえで自主避難をした人がそれまでの人間関係を断ち切られるなどして受けた精神的な損害については、現在の賠償の枠組みでは補償されておらず、不十分だとしています。
それに対し、国と東京電力は、事故直後の混乱などから被ばくをおそれて避難することに一定の合理性は認められるとしていますが、避難指示区域内の住民と比べて精神的苦痛は少なく高額の賠償は認められないとしています。
判断のポイント
判決では、事前に巨大な津波が到来することが予測できていたのに、国と東京電力が津波に対する安全対策を取らなかったと、厳しく指摘しました。
判決の中で、裁判所は三陸沖から房総沖にかけて、マグニチュード８クラスの地震が３０年以内に２０％の確率で発生することを示していた、平成１４年７月の政府の「長期評価」を、原発の津波対策で考慮しなければならない合理的なものだとしています。
そのうえで、東京電力については、長期評価が公表された数か月後には、地震によって非常用の電源設備が浸水するほどの津波が到来することは予測でき、平成２０年５月には、予想される津波の高さを試算した結果、高さ１５．７メートルの巨大な津波が到来することを実際に予測していたと指摘しています。
さらに、こうした予測に基づいて、配電盤や非常用の発電機を高台に移すなどの津波対策をしていれば、原発事故は発生しておらず、こうした対策は期間や費用の点からも容易だったとしています。
また、国については、平成１４年の長期評価のあと、５年が経過した平成１９年８月に東京電力から提出された原発の安全に関わる報告書に津波に関する記載がなかったことから、国は東京電力の自発的な対応を期待することは難しいと認識していたと指摘しました。
そのうえで、裁判所は、国が東京電力に対して規制を行う権限に基づいて津波対策を行わせるべきだったのに、行わなかったことは著しく合理性を欠くと、国の対応についても厳しく指摘しています。
賠償求める訴えは各地で
原発事故で被害を受けた人たちは、各地で賠償を求める訴えを起こしています。
６年前の福島第一原発の事故のあと、東京電力は、国の指針に基づいて福島県に住む人たちや県外に避難した人たちに賠償を行っていますが、裁判を通じて事故の責任を問う動きが広がっています。今回のように福島県から避難した人たちが、国や東京電力には対策を怠った責任があるとして賠償を求めている裁判のほか、福島県では、賠償に加え、放射線量を事故の前の状態に戻すよう求める裁判も起きています。
件数は次第に増え、国や弁護団などによりますと、全国の少なくとも１８の都道府県で２９件の裁判が起こされ、原告は１万２０００人余りに上っています。去年２月には全国の集団訴訟の原告たちが全国規模の連絡会を結成し、それぞれの裁判の情報を共有するなど連携して被害の救済を求めています。
一方、国や東京電力は、事故を予測することはできなかったなどとして、各地の裁判で争っています。審理の進み方は異なっていますが、１７日の判決以降、千葉地方裁判所や福島地方裁判所などでもことし中に判決が言い渡される見通しで、裁判所が今回のように原発事故の責任を認めるかどうか注目されます。
公明幹事長 都民ファーストの会と選挙協力も自公に影響ない
ＮＨＫ3月17日 12時58分
公明党の井上幹事長は、党が７月の東京都議会議員選挙で小池知事が率いる都民ファーストの会と選挙協力を行うことについて、「地方議会で自民党と対応が異なることはある」と述べたうえで、国政での自民党との関係に影響はないという認識を示しました。
ことし７月の東京都議会議員選挙で、国政で自民党と連立を組む公明党は、小池知事が率いる都民ファーストの会とお互いの候補者を推薦しあうなど、選挙協力を行うことにしています。
これについて、公明党の井上幹事長は記者会見で、「地方では、政策実現のために、ある程度、知事との連携は必要で、自民党の会派が分かれている議会もあることを考えると、自民党と対応が異なることはあるし、すべて一緒でなければおかしいというほうがおかしい」と指摘しました。
そのうえで、井上氏は「今回は、あくまで東京都政や都議会の問題であり、自民・公明両党の連立政権で安倍内閣を支え、これまでの関係に影響がないようにすることはお互いに確認している」と述べ、国政での自民党との関係に影響はないという認識を示しました。
キーマン浜渦氏、１９日喚問＝豊洲百条委「水面下交渉」追及へ－都議会


記者会見する小池百合子東京都知事＝１７日午後、都庁
　東京都の豊洲市場（江東区）をめぐる問題で、都議会の調査特別委員会（百条委員会）は１８日から３日連続で証人喚問を行う。１９日には用地取得交渉を担当したキーマンの浜渦武生元副知事を喚問。同日は、土壌汚染対策の専門家会議も開かれ、同市場の地下水再調査結果が公表される予定だ。小池百合子知事はこれらを受け、築地市場（中央区）から移転するかどうかの判断に向け検討に入る方針で、豊洲市場問題はヤマ場を迎える。
　小池知事は１７日の記者会見で、移転判断に関し「科学的な調査結果などを含めて全体で考えなければならない」と述べた。その上で「今までの（移転に関する）長年の議論は不完全だったと思う」と強調。百条委による経緯の検証を注視する考えを示した。
　喚問を受ける浜渦氏は、石原慎太郎元知事の国会議員時代からの側近。石原氏は２０００年、難航していた東京ガスとの交渉を浜渦氏に一任。１１日の百条委では、浜渦氏が水面下で部下を通じ高圧的に売却を迫ったとする東ガス側の資料や、土壌汚染処理の範囲について合意した際の確認書が明らかになっている。


東京都議会本会議に臨む当時副知事の浜渦武生氏（手前右）ら＝２００５年６月７日、新宿区
　都議会各会派は、都側が水面下で強引な交渉を行っていたとみて、浜渦氏や２０日に喚問予定の石原氏を追及する構えだ。百条委メンバーの一人は「表にできないようなやましいことがあったのではないか」と強い疑念を示す。（時事通信2017/03/17-19:31）
小池氏「当事者の証言意味ある」　豊洲市場問題、百条委に期待

共同通信2017/3/17 18:37

　東京都の小池百合子知事は17日の定例記者会見で、豊洲市場（江東区）への移転問題を検証する都議会の調査特別委員会（百条委員会）が18～20日の3連休に石原慎太郎元知事（84）らの証人喚問を実施することについて「当事者の証言は何よりも意味がある」と真相解明に期待を寄せた。

　小池氏は「実際に何があったのかを聞き出していただくのが百条委員会の役割。議会の進めることを注視したい」と強調した。

　また、検証している市場移転を巡る過去の経緯が、築地市場（中央区）の移転可否の判断に影響を及ぼすかを問われ、「及ぼすと思う」と述べた。

小池知事 百条委で移転の経緯が明確になるか注視
ＮＨＫ3月17日 17時21分
東京都の小池知事は、豊洲市場の問題を調査する都議会の百条委員会が、１８日から３日間、石原元知事らを証人として呼んで質疑を行うことについて、「実際に何があったか引き出してもらうのが百条委員会の役割ではないかと思う」と述べ、質疑を通じて移転の経緯などがより明確になるか注視する考えを示しました。
豊洲市場の問題を調査する都議会の百条委員会は、今月１１日に、当時の副知事や市場長、それに東京ガスの幹部などへの質疑を行ったことに続いて、１８日から３日間は、石原元知事や浜渦元副知事らを証人として呼んで質疑を行います。
これについて、小池知事は記者会見で、「豊洲市場に関わる決定を、いつ、誰が、どこで、何を決めたのか明確にし、どのような経費でこうなったのかを検証するうえで当事者の証言は何よりも意味がある。実際に何があったか引き出してもらうのが百条委員会の役割ではないかと思う」と述べ、質疑を通じて移転の経緯などがより明確になるか注視する考えを示しました。
また、百条委員会での調査結果が今後の移転の判断に影響を及ぼすか問われたのに対し、小池知事は「及ぼすと思う。豊洲市場の問題はある種、都政のガバナンスの象徴として捉えられ、都庁全体の問題として検証に値する。それを踏まえたうえで、移転に関わる決定に反映させるのには意味がある」と述べました。
すべては信頼をどう勝ち得るかだ
小池知事は、豊洲市場の移転問題で最終的に示すとする総合的な判断について、「すべては信頼をどう勝ち得るかだ」と述べ、法律の基準を上回る都の土壌汚染対策が信頼できるかどうかなど、専門家の検証結果を踏まえて移転の可否を見極めたいとする考えを改めて示しました。
豊洲市場への移転をめぐっては、現在開かれている都議会で、移転の可否は総合的に判断したいとする小池知事と、判断の時期や基準を明らかにするよう求める自民党との間で質疑が繰り返されています。
これについて、小池知事は１７日の記者会見で、「老朽化した築地市場に課題はあるが、移転を前提にしたから施設の補修がほったらかしにされた。古いとか汚いとか指摘するが、放置してきた不作為だ」と述べ、過去の対応を批判しました。
そのうえで、豊洲市場について、「これまで議論を長年重ねてきたが、不完全だったからこそ、今、再調査をしている。すべては信頼をどう勝ち得るかという話だ」と述べ、法律の基準を上回る都の土壌汚染対策が信頼できるかどうか、専門家の検証結果を踏まえて移転の可否を見極めたいとする考えを改めて示しました。[image: image22][image: image23]
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